
 

 

 

 

 

 

 

御殿場市次世代育成支援対策行動計画 

重点推進項目実施状況 

 

(平成２１年度) 
 

 



 

 

No.No.No.No.    １１１１    

具 体 的 施 策 担 当 課 

放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業放課後児童健全育成事業のののの推進推進推進推進    子育子育子育子育てててて支援課支援課支援課支援課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 ５ 
職業生活と家庭生活との両

立の推進 

基本施策 ア 
多様な子育て支援サービスの 

充実 
イ 仕事と子育ての両立の推進 

 

【事業の内容】 

放課後、保護者がいない家庭の小学校低学年児童に、適切な遊びの場、生活の場を与えて、

健全育成を図る事業。現在、７か所（校区）で教室を開設しているが、就労する保護者（主に

女性）の増加に伴い、利用希望者も増加している。 

また、ニーズ調査においても、「利用している」と答えた保護者が約６パーセントであるのに

対し、約１７パーセントの保護者が「今後、利用したい」と利用を希望している。 

このため、今後、全校区での設置を図るほか、児童の放課後の居場所として各教室の充実と

利用希望に応えられるよう教室の機能的な運用に努める。 

 

                  放課後児童教室利用者数の推移     （各年度４月１日現在） 

区  分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

教 室 数 6 7 10 10 10 10 10 

利用者数（人） 401 423 486 492 583 615 636 

 

 

実績値 

（１５年度） 

平成１５年４月 

設置箇所     ６か所 

利用者数    ４０１人 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

※設置箇所   １０か所 

※定員（日）   ５００人 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

・放課後児童教室 （平成２１年４月現在） 

設置箇所数 １０箇所（市内各小学校区毎） 

利用者数 ６３６人 

 

・放課後児童教室建設事業 

  ①朝日小学校放課後児童教室建設（平成２１年度からの繰越事業） 

平成２１年６月１日から供用開始 

  ②玉穂小学校放課後児童教室建設 

    平成２２年３月１５日から供用開始 

 

・大規模放課後児童教室の分割 

  利用児童数の多い放課後児童教室の一つである御殿場南小学校放課後児童

教室を分割し、御殿場南小学校放課後児童教室永原教室として、平成２２年

２月１５日から供用を開始した。 

   



 

 

No.No.No.No.    ２２２２    

具 体 的 施 策 担 当 課 

緊急緊急緊急緊急・・・・一時保育事業一時保育事業一時保育事業一時保育事業のののの充実充実充実充実    子子子子どもどもどもども保育課保育課保育課保育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 ア 多様な子育て支援サービスの充実 

 

【事業の内容】 

保護者の病気や冠婚葬祭などの理由による保育が困難な児童、あるいは保護者の育児に伴う

心理的・肉体的負担を解消するため保育を必要とする児童を、緊急・一時的に保育する事業。 

現在、全保育所で実施しているが、利用者が多いことやニーズ調査の結果などから、今後も

機能の充実に努める。 

 

 

緊急・一時保育事業利用者数の推移 

 

区 分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

年間利用 

延べ人数 

（人） 

９，０４２ ８，２９６  ８，７４０ １０，０９８ ８，２７３ ４，２９７ 

 

 

 

 

 

実績値 

（１５年度） 

平成１５年４月 

・設置箇所   １５園 

・定員数（日） ３６人 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

・設置箇所   １５園 

・定員数（日） ４０人 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

 

・設置箇所         １６園（公立９園、私立７園） 

・定員数（日）       ４０人 

・年間利用延べ人数  ４，２９７人 

※新型インフルエンザの流行により受け入れを中止や制限していた期間有り 



 

 

No.No.No.No.    ３３３３    

具 体 的 施 策 担 当 課 

幼稚園幼稚園幼稚園幼稚園におけるにおけるにおけるにおける預預預預かりかりかりかり保育保育保育保育のののの充実充実充実充実    教育総務課教育総務課教育総務課教育総務課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 ア 多様な子育て支援サービスの充実 

 

【事業の内容】 

  幼稚園の通常保育時間の終了後及び夏期休暇などに在園児を預かる事業で、公立私立全園で実

施している。学校行事や冠婚葬祭など保護者のニーズに応え、公立幼稚園では終了時間から午後

４時まで預かり、保育時間として実施している。 

 今後、利用希望者の増加が予想されることから、必要に応じた預かり保育の充実に努める。 

 

区 分 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

実施箇所数 ８ ８ ８ ８ ８ 

利用者数(人) １，６０８ ２，０６３ １，３６０ 1，５４４ １，３７７ 

 

 

実績値 

（１５年度） 

実施箇所     ８園      

延べ利用者数（公立） 

２１４回 ７８３人  

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

充実 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

 

・実施箇所（公立）   ８園 

・延べ利用者数 １，３７７人 

・内容（理由） 

 小中学校の行事参加のため（参観日、PTA総会、委員会、個人面談等） 

   地区の行事、葬儀手伝い等のため 

  プール当番のため 

  兄弟姉妹予防接種のため 

就学時健康診断のため 

研修会参加のため 

 家族の通院(母、兄弟、祖父母) のため 

   園でなければできない遊びのため(夏季休業中) 

  生活のリズムが取れるようにするため(夏季休業中) 

 

 

 

 

 

 



 

 

No.No.No.No.    ４４４４    

具 体 的 施 策 担 当 課 

ファミリファミリファミリファミリーーーーサポートサポートサポートサポート事業事業事業事業のののの推進推進推進推進    子育子育子育子育てててて支援課支援課支援課支援課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 ５ 
職業生活と家庭生活との両

立の推進 

基本施策 ア 
多様な子育て支援サービ

スの充実 
イ 仕事と子育ての両立の推進 

 

【事業の内容】 

 仕事と家庭との両立のため、子育てについて援助を受けたい人（委託会員）と援助したい人

（受託会員）による会員組織（ファミリー・サポート・センター）をつくり、子育て家庭を支

援していくことを目的としている。 

保育所の緊急・一時保育事業との兼ね合いなどにより利用件数は横ばいだが、子育て家庭の

ニーズに応える地域での相互保育サービスとして、事業の推進を図る。 

 

ファミリー・サポート・センター利用状況の推移 

区  分 12年度 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

委託会員〔人〕 183 234 276 128 172 234 301 347 361 395 

受託会員〔人〕 48 56 67 67 73 87 72 73 72 85 

委受託会員〔人〕 54 60  74 66 84 105 93 99 114 132 

利用件数 1,514 1,237 951 1,130 986 933 1,371 1,643 1,383 1,190 
 

実績値 

（１５年度） 

設置箇所       １か所           

会員数            ２６１人  

利用件数    １，１３０件 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

※設置箇所       １か所     

会員数         ４５０人 

利用件数   １，５００件 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

設置箇所数 １箇所 

会員数（委託会員 ３９５人、受託会員 ８５人、委受託会員 １３２人） 

利用件数 １，１９０件 

 うち、未就学児への援助  ４０３件 

    就学児への援助   ４３７件 

    保護者への援助   ３５０件 

講習会の実施 

・受託会員講習会 ２回（御殿場市民交流センター） 

  出席者数（第１回 １０人、第２回 １６人） 

・会員交流会 ※新型インフルエンザにより中止 

・フォローアップ講習会 ２回（御殿場市民交流センター） 

  参加者数 ３３人 

  （第１回） 「子どもの心と体」講演会 ２０人 

   （第２回） 「簡単おやつ作り」講習会 １３人 



 

    

No.No.No.No.    ５５５５    

具 体 的 施 策 担 当 課 

子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業（（（（子育子育子育子育てててて支援支援支援支援センターセンターセンターセンター））））のののの充実充実充実充実、、、、相談事相談事相談事相談事

業業業業のののの一元化一元化一元化一元化とととと体系化体系化体系化体系化のののの推進推進推進推進    
子子子子どもどもどもども保育課保育課保育課保育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 ア 多様な子育て支援サービスの充実 

 

【事業の内容】 

 子育て支援事業は、親子が気軽に集い仲間づくりを行うと共に、子育ての楽しみを広げながら、

育児に関する様々な不安や悩みを身近に相談できる事業として、保育所と幼稚園で実施されてい

る。また、子育て支援センターは、子育て支援事業の拠点施設として保育所に設置されている。 

今後は、施設の整備と機能の充実を図ると共に、現在、それぞれ実施されている各種相談事業の

効率的な運用のため、子ども家庭センターを中核とした事業の一元化・体系化の推進を図る。 

 

保育所による子育て支援センターの状況 

 

区 分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

設置箇所（園） １１ １３ １３ １６ １６ １６ 

補助対象（園） ５ ７ ７ ８ ６ ６ 

利用者数（人） ８，２１４ １４，３６２ １４，３６２ １９，７０２ １８，８５１ ７，０４３ 

※21年度は、新型インフルエンザの流行により事業を中止した期間あり 

 

 

子ども家庭センターによる子育て支援センターの状況 

 

区 分 ― ― ― ― ２０年度 ２１年度 

設置箇所（所） ― ― ― ― １ １ 

補助対象（所） ― ― ― ― １ １ 

利用者数（人） ― ― ― ― ２５，３０４ ５４，４７６ 

※20年 10月 1日からの実績値 

実績値 

（１５年度） 

平成１５年４月 

・設置箇所（保育所）５園 

補助対象分 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

・設置箇所（保育所）７園 

補助対象分 

・相談事業のネットワーク化 



 

 

No.No.No.No.    ６６６６    

具 体 的 施 策 担 当 課 

交流交流交流交流センターセンターゾーンセンターセンターゾーンセンターセンターゾーンセンターセンターゾーン（（（（児童育成部門児童育成部門児童育成部門児童育成部門））））のののの整備整備整備整備    市民協働課市民協働課市民協働課市民協働課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 ア 多様な子育て支援サービスの充実 

 

【事業の内容】 

 交流センターセンターゾーン（平成２０年度開設予定）内に、保育所や幼稚園で実施してい

る子育て支援事業の中核施設として、子育て支援センターを設置する。 

また、現在の児童館の機能を移転し、児童館事業、子育てや幼児教育に関する事業や相談、

ファミリー・サポート・センターの事務などを行う。施設には、遊戯体育室、プレイルーム、

子ども読書室、児童クラブ室などを設ける。 

 

実績値 

（１６年度） 

御殿場市（東富士演習場周辺）まちづくり計画《実施計画》策定。 

 

実績値 

（１７年度） 

御殿場市（東富士演習場周辺）まちづくり計画《実施計画》に基づき交

流センターセンターゾーンの基本設計完了。 

実績値 

（１８年度） 

交流センターセンターゾーンの基本設計に基づき、実施設計完了。 

敷地造成工事完了。建物本体建築・機械・電気工事着工。 

平成２０年度完成に向けて工事を進める。 

 

 

実績値 

（１５年度） 

新規事業 

（平成１５年度は整備地域の 

選定） 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

平成２０年度供用開始 

実績 

（１９年度） 

市民交流センターの平成２０年１０月の供用開始に向け、建築工事・電気設備

工事・機械設備工事を進め、外構・植栽工事にも着手した。 

実績 

（２０年度） 
工事・備品導入を完了し、平成２０年１０月１日から供用を開始した。 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

平成２０年度において施設整備が終了、供用開始済み。 

 



 

 

No.No.No.No.    ７７７７    
具 体 的 施 策 担 当 課 

通常保育事業通常保育事業通常保育事業通常保育事業のののの充実充実充実充実    子子子子どもどもどもども保育課保育課保育課保育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 イ 保育サービスの充実 

 

【事業の内容】 

 女性の社会進出や就労形態の変化に伴って、保育所に対する市民のニーズは高まっている。 

このため、入所児童数は年々増加傾向にあり、特に低年齢児の入所が増加している。 

 また、ニーズ調査においても、「平日の主な希望サービス」で保育所を希望する人が全体の 

６０ ％を占めており、今後も保育ニーズの高まりが予想される。 

このような入所要請に応え、待機児童を出さないため保育所の計画的な整備を進める。 

 

 

区 分 １６年度 １７年度 １８年度 １９年度 ２０年度 ２１年度 

保育所数（園） １５ １６ １６ １６ １６ １６ 

定 員（人） １，５９０ １，６６５ １，７７５ １，８０５ １，８０５ １，８２５ 

４月入園児数（人） １，６６７ １，７５０ １，８００ １，８２１ １，８３８ １，８４５ 

 

 

 

実績値 

（１５年度） 

平成１５年４月 

・保育所数      １５園 

・定  員   １，５９０人 

（４月入園児数 １，６６７人） 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

・保育所数    １５園 

・定  員 １，７１０人 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

 

・保育所数      １６園 （公立９園、私立７園） 

・定  員   １，８２５人 

・４月入園児数 １，８４５人 （０歳児 ７４人、１歳児２４８人 

                ２歳児３０５人、３歳児３８１人 

                ４歳児４２０人、５歳児４１７人） 

                ※待機児童なし 

 



 

 

No.No.No.No.    ８８８８    

具 体 的 施 策 担 当 課 

保育保育保育保育サービスサービスサービスサービス評価事業評価事業評価事業評価事業のののの導入導入導入導入    子子子子どもどもどもども保育課保育課保育課保育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 イ 保育サービスの充実 

 

【事業の内容】 

 保育サービスの第三者評価（その園の当事者である保護者や保育士以外の第三者が、その保

育の質を評価し、公表すること）を導入し、サービスの内容を客観的に評価、公表することに

より、保育所サービスの質の向上に向けた取組や利用者に対する情報提供を行う。 

 

実績値 

（１５年度） 
新規事業 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

導入 

実績 

（１６年度） 
公私立保育園１５園で自己点検評価を実施した。 

実績 

（１７年度） 
公私立保育園１５園で自己点検評価を実施した。 

実績 

（１８年度） 
未実施 

実績 

（１９年度） 
未実施 

実績 

（２０年度） 
公立保育園への導入の可能性について検討を行った。 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

 次世代を担う子どもの健全な保育と、家庭や地域社会からの信頼に応えるた

めの保育園の事業や運営状況について第三者から評価を受け、常に点検及び改

善していくことが重要になるため、平成２２年度から公立保育園への導入の可

能性について検討を行った。 



 

 

No.No.No.No.    ９９９９    
具 体 的 施 策 担 当 課 

公民館等公民館等公民館等公民館等をををを利用利用利用利用したしたしたした子育子育子育子育てててて支援事業支援事業支援事業支援事業のののの実施実施実施実施    社会教育課社会教育課社会教育課社会教育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 ウ 子育て支援のネットワークづくり 

【事業の内容】 

現在、各地域においては、地域づくりや地域福祉などの活動が、公民館やコミュニティ供用

施設などを中心に地域の人により運営されている。公民館等が地域の最も身近な公共施設・生

涯学習の場であることからも、家庭教育や子育てに関する講座などを充実させ、地域における

子育て意識を醸成させることが期待される。 

 このため、公民館等を利用した地域における子育て支援事業の実施状況を調査し、地域づく

り活動において家庭教育や子育てに関する講座の学習機会を提供するよう検討する。 

実績値 

（１５年度） 
新規事業 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

実施 

実績 

（１８年度） 

親育ての視点をもつ、３歳になる子どもを持つ保護者を対象とした楽しい子育

て教室（１２回、３５組）、小中学校・幼稚園等の保護者を対象とした家庭教育

学級及び小中学校の新入学児童生徒の保護者を対象に家庭教育について見直す

ための「子育て学習講座」の実施（市内各小中学校で開催） 

実績 

（１９年度） 

親育ての視点をもつ、３歳になる子どもを持つ保護者を対象とした楽しい子育

て教室（１２回、３５組）、小中学校・幼稚園等の保護者を対象とした家庭教育

学級及び小中学校の新入学児童生徒の保護者を対象に家庭教育について見直す

ための「子育て学習講座」の実施（市内各小中学校で開催）。また、家庭や地域

での子育てについての関心を深めるため、おもちゃを通した多世代交流につい

ての講座を市民大学公開講座にて実施。 

実績 

（２０年度） 

親育ての視点をもつ、３歳になる子どもを持つ保護者を対象とした楽しい子育

て教室（１２回、２８組）、小中学校・幼稚園等の保護者を対象とした家庭教育

学級及び小中学校の新入学児童生徒の保護者を対象に家庭教育について見直す

ための「子育て学習講座」の実施（市内各小中学校で開催）。 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

親育ての視点をもつ、３歳になる子どもを持つ保護者を対象とした｢楽しい子育

て教室｣（１２回、２９組）、小中学校・幼稚園等の保護者を対象とした｢家庭教

育学級｣及び小中学校の新入学児童生徒の保護者を対象に家庭教育について見

直すための「子育て学習講座」の実施（市内各小中学校で開催）。 

 



 

 

No.No.No.No.    10101010    

具 体 的 施 策 担 当 課 

民生委員民生委員民生委員民生委員・・・・児童委員児童委員児童委員児童委員、、、、主任児童委員主任児童委員主任児童委員主任児童委員とのとのとのとの連携連携連携連携    
社会福祉課社会福祉課社会福祉課社会福祉課    

子育子育子育子育てててて支援課支援課支援課支援課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 ７ 
要保護児童への対応などきめ 

細かな取組の推進 

基本施策 エ 児童の健全育成 ア 児童虐待防止対策の充実 

 

【事業の内容】 

 現在、市内５地区の民生委員・児童委員協議会に所属する民生委員・児童委員、主任児童委

員との連携により、地域において児童の健全育成や子育て家庭への相談・支援を進めている。 

 民生委員・児童委員、主任児童委員は地域に根ざした活動が必要であることから、自治会を 

はじめとする関係団体や機関との連携をより深めるとともに、委員としての人材の確保と制度 

の地域住民への周知に努める。 

 

            民生委員・児童委員、主任児童委員の状況   （平成２１年１２月現在） 

区   分 御殿場 富士岡 原 里 玉穂・印野 高 根 合 計 

民生委員・児童委員〔人〕 ５５ ２６ ２７ ２２ ８ １３８ 

主任児童委員〔人〕 ３ ２ ２ ２ ２ １１ 

 

子どもに関する相談・支援件数 

区   分 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 2１年度 

民生委員・児童委員 ５６０ ５３６ ５４８ ７１１ ５１１ ５２９ 

主任児童委員 ２４７ ２５９ ２７７ ３３６ ２５１ ３４１ 

      

実績値 

（１５年度） 

子どもに関する相談・支援 

民生委員・児童委員６８４件 

主任児童委員   ２７７件 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

連携の強化 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

※子どもに関する相談等件数                 

 区分 民生委員・児童委員 うち主任児童委員 

子育て・母子保健 １４８ 件 ９０ 件 

子どもの地域生活 ２１１   １６９   

子どもの教育・学校生活 １３９   ８４   

※分野別相談・支援件数 

 区分 民生委員・児童委員 うち主任児童委員 

子どもに関すること ５２９ 件 ３４１ 件 

※その他の活動件数 

 区分 民生委員・児童委員 うち主任児童委員 

要保護児童の発見の通

告・仲介 

３５ 件 ０ 件 

 

 

 



 

 

No.No.No.No.    11111111    

具 体 的 施 策 担 当 課 

家庭児童相談家庭児童相談家庭児童相談家庭児童相談のののの充実充実充実充実    子育子育子育子育てててて支援課支援課支援課支援課    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 ６ 子どもの安全の確保 

基本施策 エ 児童の健全育成 ウ 
被害に遭った子どもの保護の 

推進 

【事業の内容】 

 児童の健全な育成を図るため、福祉事務所内に家庭児童相談室を設け、家庭相談員２名を配置し、

児童に関する様々な相談や指導を行っている。 

 近年の相談内容の複雑化や多様化に伴い、各相談窓口との連携を強めるとともに、小・中学校や

県の児童相談所など関連機関とも連携し対応していく。 

                   

                  家庭児童相談の内訳               (件) 

年度  
性格・  

生活習慣 

知能・ 

言語 

学校 

生活 
非行 虐待 

家族 

関係 

環境 

福祉 

心身 

障害 
その他 合計 

１５ ８４ １６８ ６１７ １８ ２０６ ７５ ３５８ ７８ １９ １，６２３ 

１６ ７３ ２３７ ４０２ １２ ２７７ １５３ ２６９ ９７ １４ １，５３４ 

１７ ６６ ２８８ ２９６ ７ ２２６ ２９２ １９１ ２１ ２３ １，４１０ 

１８ ９７ ２６２ ７３２ ０ ９７ ２４６ １０２ ２９ １５ １，５８０ 

１９ ９５ １２３ １７４ １１ １３４ ３４２ １１９ ０ １０ １，００８ 

２０ ９５ ９１ １０６ ４０ ２３７ ３２３ ３０７ ５７ ５９ １，３１５ 

２１ １１２ ９６ ２０８ ３３ ３３１ １１７ ４７０ ５３ ７１ １，４９１ 

 ※平成１８年度実績中、学校生活７３２件中、学校での対応が５０８件。平成１９年度実績から

は、学校での対応は含んでいない。 

 

実績値 

（１５年度） 
相談件数  １，６２３件      

目標値又は 

方向性   

（２１年度） 

相談体制の充実 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

相談件数 １，４９１件  

 ・各地区民生委員児童委員･学校連絡協議会、生徒指導連絡会等出席 

・御殿場市母子保健行事への参加（１歳６ヶ月児健康診査等） 

・各種研修会への参加 

・学校訪問、家庭訪問の実施 

 



 

 

No.No.No.No.    12121212    

具 体 的 施 策 担 当 課 

子子子子どもどもどもども会活動会活動会活動会活動のののの推進推進推進推進    
子育子育子育子育てててて支援課支援課支援課支援課    

（（（（子子子子どもどもどもども保育課保育課保育課保育課））））    

計画の 

位置付け 

基本方針 １ 社会全体での子育て支援 

基本施策 エ 児童の健全育成 

【事業の内容】 

 地域において、子ども同士が集団で過ごす機会が減少し、人間関係をつくる力が弱くなって

きており、社会性の不足や規範意識が希薄になっていることが指摘されている。 

ニーズ調査によると、子どもが参加したことがある、あるいは今後参加させたい地域活動・

グループ活動の種類について「スポーツ活動」（６４．４パーセント）、「子ども会などの青少年

団体活動」（４３．２パーセント）、「キャンプ等の野外活動」（３１．８パーセント）の順にな

っている。 

 このため、子どもの健全育成に関わる活動を展開している子ども会との連携を図り、子ども

の健全な成長を地域と一体となって進める。 

 

子供会世話人連合会連携事業 

年  度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

事業数 5 5 5 5 5 5 5 

延参加者数(人) 2,833 2,139 2,408 2,404 2,342 2,296 1,818 
 

実績値 

（１５年度） 

子ども会世話人連合会連携事業 

延べ参加者数 ４，５３４人         

事業数       ５事業   

目標値又は   

方向性 

（２１年度） 

充実 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

＊ 子ども会等の状況 平成２１年４月 

 ・子ども会（６３支部）    ５，５０６人 

・ジュニアリーダースクラブ      ６人 

 

１ 親と子の写生大会（独立行政法人国立青少年交流の家） ５月１０日 

   対 象：市内の親子、参加者数：３２３人 

２ 班長研修会（独立行政法人国立中央青少年交流の家）６月２７日、２８日 

   対 象：１０校区の代表班長（小学校５・６年） 

   参加者数：８９人 

３ ドッジボール大会 （御殿場市体育館） ７月２５日 

  １０校区がそれぞれ学年別、男女別にチーム編成し、６０チームが参加 

参加者数 １，０１３人 

４ ソフトボール大会 （高根ふれあい広場） ９月２８日 

  １０校区、１５チーム、２５４人が参加   

５ 創作活動展 （東小学校体育館） １０月１２日 

  １０校区、１０チーム、１３９人が参加 

６ 完走チャレンジ大会 （御殿場市陸上競技場及び周辺道路） １１月３日 

  ※インフルエンザのため中止 



 

 

No.No.No.No.    13131313    
具 体 的 施 策 担 当 課 

両親学級両親学級両親学級両親学級のののの充実充実充実充実    健康推進課健康推進課健康推進課健康推進課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ２ 親と子の健康の確保及び増進 

基本施策 ア 子どもや母親の健康の確保 

【事業の内容】 

初めて出産を迎える夫婦に対し、安心して妊娠・出産・子育てができるよう知識を取得し、

夫婦共同での子育てを進めるための教室を開催しており、ビデオ「お父さんへ～赤ちゃんから

のメッセージ」の鑑賞や沐浴、着替えの実習などを行っている。 

父親の育児参加や親意識の高揚を図るため、今後も事業の充実に努める。 

両親学級参加者数の推移 

区 分 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

参加者〔人〕 ２７２ ２０８ ２２８ ２５２ １９５ ２０６ ２４０ 
 

実績値 

（１５年度） 
参加者数     ２７２人 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

参加者の増加と内容の充実 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

実績：年８回 平日の夜間に実施 

   ２０年度まで年６回の実施だったが、より多くの参加を促すため、 

参加申込の多い春と秋に１回ずつ増やし、年８回の実施とした。 

 

５月 １６組（３２人） 

６月 １７組（３４人） 

７月 １１組（２２人） 

９月 １５組（３０人） 

１０月 １７組（３４人） 

１１月  １７組（３４人） 

１月 １３組（２６人） 

３月 １４組（２８人） 

 

 合計１２０組 （２４０人） 

 

内容：上記事業内容のとおり 

    



 

    

No.No.No.No.    14141414    
具 体 的 施 策 担 当 課 

乳幼児健康診査乳幼児健康診査乳幼児健康診査乳幼児健康診査（（（（集団集団集団集団））））及及及及びびびび相談事業相談事業相談事業相談事業のののの充実充実充実充実    健康推進課健康推進課健康推進課健康推進課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ２ 親と子の健康の確保及び増進 

基本施策 ア 子どもや母親の健康の確保 

【事業の内容】 

 乳幼児の成長・発達の重要な月齢に、保健センターにおいて集団健康診査や相談を実施し、疾病

や異常の早期発見に努めるとともに、生活習慣の評価と改善、育児不安の軽減などを重点におき、

保健指導や相談を実施している。 

 今後は、事後指導が必要な者へのかかわりについて関係機関との連携や、未受診者の把握に努め

るなど、事業の充実を図る。 

               乳幼児健康診査及び相談事業の状況       

区   分 
 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

 受診者数(人) 受診者数(人) 受診者数(人) 受診者数(人) 受診者数(人) 

赤ちゃんセミナー 

（３か月児健康診査） 

小児科医師の話、離乳食の話、

グループワーク等 ５２７ ５３５ ５３９ ６００ ５０９ 

６か月児健康診査 内科健診、指導 ８８９ ８４０ ８９１ ９３９ ８８１ 

１歳６か月児健康診査 内科健診、歯科健診 ８９２ ８９７ ８６６ ９２０ ９４２ 

２歳児健康相談 ブラッシング等 ６２４ ５９７ ５６５ ５８０ ６１５ 

３歳児健康診査 内科健診、歯科健診 ９２１ ９３１ ８９５ ９３１ ８８７ 

乳幼児健康相談 身体計測、保健指導 １，３７５ １，４５５ １，５５１ １，５００ １,５９６ 
 

実績値 

（１５年度） 
受診者数（７２０人） 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

受診者数（受診率）の向上 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

乳児期のそれぞれの健診の受診率はほぼ固定している状況であり､法定の  

１歳６か月児健診は９６．９％、３歳児健診は９４．１％となっている｡ 

未受診者の把握方法として再未受診通知をするほか､市内の保育園や幼稚園へ

の訪問事業を通して状況の把握に努めている。 

    



 

    

No.No.No.No.    15151515    

具 体 的 施 策 担 当 課 

性性性性にににに対対対対するするするする正正正正しいしいしいしい知識知識知識知識のののの指導指導指導指導のののの推進推進推進推進    
健康推進課健康推進課健康推進課健康推進課    

学校教育課学校教育課学校教育課学校教育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ２ 親と子の健康の確保及び増進 

基本施策 ウ 思春期保健対策の充実 

 

【事業の内容】 

 性感染症が若者を中心に増加していることから、児童・生徒が性について正しく理解し、人

間尊重、男女平等、命の大切さなどに基づく正しい異性観をもち、望ましい行動が取れるよう、

発達・発育段階を踏まえた指導を進めていく必要がある。 

 このため、県健康福祉センター等関連機関と連携を深め、性や性感染症に関する問題につい

ての正しい知識の普及を図る。 

 

 

実績値 

（１５年度） 

県健康福祉センターと連携し

て実施 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

充実（各学校への講師派遣事業

等検討） 

実績 

（１８年度） 

県健康福祉センターが開催した市内中学生高校生を対象とするエイズピアカウ

ンセラー養成講座に参加した。 

実績 

（１９年度） 

県御殿場健康福祉センターが、市内中学生（９人）と高校生（１１人）を対

象に、エイズピアカウンセラー養成講座を開催した。 

市内小学校３～６年生、中学校で、年間２～４時間程度、保健体育・特別活

動等において、性（エイズを含む）に関する授業を行った。 

実績 

（２０年度） 

・県御殿場健康福祉センター主催で、ピアカウンセラー養成講座を実施。 

日  時 平成２０年７月２４日 御殿場健康福祉センター多目的室 

内  容 「エイズと性感染症の理解と感染予防」 

      講師 HIV人権・情報センター ヤングシェアラー 

参 加 者 中学生 １９人、高校生 ２５人  （小山町参加者含む） 

スタッフ 県職員、学校関係者、人権擁護センターエイズ予防教室担当者 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

・県御殿場健康福祉センター主催で、エイズピアカウンセラー養成講座を実施。 

日  時 平成２１年７月２９日 御殿場健康福祉センター多目的室 

内  容 「エイズとは」 

参 加 者 中学生 １５人、高校生 ７人 

スタッフ 御殿場保健所（保健師）、学校関係者、人権擁護センターエイズ予

防教室担当者 



 

 

No.No.No.No.    16161616    

具 体 的 施 策 担 当 課 

小児医療対策事業小児医療対策事業小児医療対策事業小児医療対策事業のののの充実充実充実充実    救急医療課救急医療課救急医療課救急医療課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ２ 親と子の健康の確保及び増進 

基本施策 エ 小児医療の充実 

【事業の内容】 

 子どもの健康を維持する上で、最も大きな問題の一つとなっているのが小児医療体制の整備

といえる。 

ニーズ調査においても、「子育てに関して悩んでいること・気になること」として「病気や発

育・発達」（４６．９パーセント）、また「充実してほしい子育て支援施策」として「医療機関

の体制整備」（４０．４パーセント）が上位になっている。 

このため、小児科専門医と入院施設（小児専用ベッド）のある病院に助成することにより、

小児ベッドを確保するとともに、小児医療に関する相談を行う。 

 

      小児医療の状況       平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 

 小児科を標榜する診療所 １２ １２ １２ １２ 

 小児科を標榜する病院 ２  １  １  １ 

小児の専門医がいる医療機関 ３  ３  ３  ３ 

  入院施設のある医療機関 １  １ １ １ 

  

実績値 

（１５年度） 
病院へ助成金交付 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

充実 

実績 

（１６年度） 

小児医療対策事業 １２，０００,０００円助成金交付 

 小児医療を確保し、難病などの小児医療相談所の開設 

 富士病院に、小児科医師、看護士、ベッド１０床を確保。 

小児科患者  外来：14,329人、入院：1,367人、相談件数：308件 

実績 

（１７年度） 

・同上 

・小児科患者  外来：8,958人、入院：608人、相談件数：308件 

実績 

（１８年度） 

・同上 

・小児科患者  外来：8,796人、入院：544人、相談件数：152件 

実績 

（１９年度） 

・同上 

・小児科患者  外来：7,565人、入院：512人、相談件数：178件 

実績 

（２０年度） 

・小児医療等対策事業 １２，０００，０００円助成交付金 

小児医療体制を確保し、難病などの小児医療相談に応ずるとともに、小児・

産科医療、心疾患、多発外傷等に対する二次・三次救急医療体制の確保。 

富士病院に小児科医師、看護師、小児専用ベッドを確保。 

・小児科患者  外来：7,511人、入院：604人、相談件数：114件 

実績値及び

内容 

（２１年度） 

・同上 

・小児科患者  外来：8,304人、入院：846人、相談件数：102件 

    



 

    

No.No.No.No.    17171717    

具 体 的 施 策 担 当 課 

不妊治療不妊治療不妊治療不妊治療にににに対対対対するするするする支援支援支援支援    健康推進課健康推進課健康推進課健康推進課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ２ 親と子の健康の確保及び増進 

基本施策 オ 不妊に対する支援 

【事業の内容】 

 不妊に関する悩みは深刻で、身近な人に相談できない状況や、社会的な偏見などもあること

から、気軽に相談できる体制を整え、不妊で悩む夫婦に対しての支援を行う。 

 また、不妊治療を行っている夫婦に対し、経済的・精神的負担の軽減を図るため、不妊治療

に要する医療費の一部助成を検討する。 

実績値 

（１５年度） 
相談に応じている 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

検討・実施 

実績 

（１６年度） 

不妊に対しての相談は、専門医療機関紹介の問い合わせが多少ある程度で、市

民からの直接的な相談は無い状況である。県の不妊治療の医療費助成事業の動

向を把握しつつ、市ができる支援また対象者が求めるものについてを経済面、

精神面の両方の視点から検討していく必要があると思われる。 

実績 

（１７年度） 

平成１７年度においても、前年度同様に不妊治療においては医療費助成につい

ての問い合わせを受けつけた。現在、市単独の助成はないため県健康福祉セン

ターへつなげた。相談窓口としての役割をもつものの、実際具体的な相談はな

く、実態がつかめない状況である。 

実績 

（１９年度） 

不妊治療費用助成金支給要綱の設置 

平成１９年４月１日より施行 

内容 不妊治療の中で、保険適用にならない治療費用の2分の１内（上限10万

円）を助成する。ただし、県の特定不妊治療費用の助成を受けられるケ

ースは県の助成額を差し引いた残額の2分の１以内となる。 

実績 ３９件（３２人）  ２，５２４，０３２円 

実績 

（２０年度） 

内容 １９年度に同じ。 

 

実績 ５１件（４１人）  ３，２４７，９８６円 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

内容 １９年度に同じ。 

 

実績 ５６件（５２組）  ４，１５１，５１１円 



 

 

No.No.No.No.    18181818    

具 体 的 施 策 担 当 課 

出産祝金制度出産祝金制度出産祝金制度出産祝金制度のののの実施実施実施実施    市民協働課市民協働課市民協働課市民協働課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ２ 親と子の健康の確保及び増進 

基本施策 カ 出産祝金制度等の創設 

【事業の内容】 

 出生率の低下の理由の一つとして、教育費の負担増や将来設計の不安からの生み控えが考え

られる中、子どもの健やかな成長を願い、安心して子育てを行うよう、出産祝金制度の実施を

検討する。 

実績値 

（１５年度） 
新規事業 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

検討・実施 

実績 

（１６年度） 
実績なし 

実績 

（１７年度） 

御殿場市次世代育成支援対策協議会及び御殿場市次世代育成対策庁内推進委員

会で検討し、少子化対策の効果が薄いので導入については、他策を検討すべき

という結論に至った。 

実績 

（１８年度） 
実施せず 

実績 

（１９年度） 
実施せず 

実績 

（２０年度） 
実施せず 

実績及び内容 

（２１年度） 
実施せず 



 

 

No.No.No.No.    11119999    

具 体 的 施 策 担 当 課 

育英奨学金制度育英奨学金制度育英奨学金制度育英奨学金制度のののの充実充実充実充実    教育総務課教育総務課教育総務課教育総務課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ３ 
子どもの心身の健やかな成長のための教育環境の

整備 

基本施策 ア 
子どもの生きる力を育てる学校等の教育環境の整

備 

 

【事業の内容】 

 優秀な人材の育成と教育の機会均等を図る上で、経済的理由により就学が困難な学生及び生徒

に対して育英資金を貸与する事業。 

 現在は、高校生に月額12,000円、大学生に月額30,000円を貸与している。制度の利用により 

親の経済的負担の軽減に加え、学生が自立して学べるように制度の改善や充実を検討する。 

 

実績値 

（１５年度） 

利用者 高校生    ３人 

    大学生   ４０人 

目標値又は 

方向性 

（２１年

度） 

制度の改善と内容の充実 

実績 

（１６年度） 

利用者 高校生    ３人 

    大学生   ４１人   返還者    ５４人 

実績 

（１７年度） 

利用者 高校生    ３人 

    大学生   ４３人   返還者    ５８人 

実績 

（１８年度） 

利用者 高校生    ２人 

    大学生   ４６人   返還者    ６０人 

実績 

（１９年度） 

利用者 高校生    ４人 

    大学生   ４１人   返還者    ５８人 

実績 

（２０年度） 

利用者 高校生    ３人 

    大学生   ３７人   返還者    ５６人 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

 

利用者 高校生   １人 

    大学生  １４人    返還者    ５１人 

 

奨学金の返還について、これまで貸与期間が終了した月の翌月から５年以内

となっていたものを、平成１８年度から貸与期間に２年を加えた年数以内に改

正した。 

 

 



 

 

No.No.No.No.    20202020    
具 体 的 施 策 担 当 課 

育児休業制度育児休業制度育児休業制度育児休業制度のののの普及促進普及促進普及促進普及促進    商工観光課商工観光課商工観光課商工観光課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ５ 職業生活と家庭生活の両立の推進 

基本施策 イ 仕事と子育ての両立の推進 

【事業の内容】 

ニーズ調査によると、育児休業の取得経験は「ある」と答えた人は、母親２１．４パーセン

ト、父親２．９パーセントとなっており、今後、育児休業に対する職場の理解を得られるよう

な環境づくりを進めることが必要である。 

このため、関係機関や団体と連携を取りながら、育児休業の制度化、取得の促進、及び関連

機関などが実施している奨励制度などについて、リーフレットやポスターの作成、ホームペー

ジの掲載など、あらゆる機会と媒体を通じて制度の普及促進を図る。 

実績値 

（１５年度） 

育児休業制度の有無について

工場立地調査にてまとめた 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

促進策の検討・実施 

実績 

（１６年度） 

ハローワーク御殿場の実施した新規学卒者求人説明会に参加した市内企業４９

社に対し、育児・介護休業法改正のポイントについて説明。 

常時３０１人以上の労働者を雇用している事業主に対しては、静岡県労働局か

ら次世代育成支援対策についての｢一般事業主行動計画｣の策定の指導を行う。 

実績 

（１７・１８

年度） 

ハローワーク御殿場の実施した新規学卒者求人説明会に参加した市内企業に

対し、育児・介護休業法改正のポイントについて説明。静岡県労働局雇用均等

室発行のリーフレットの配布を行なう。 

常時３０１人以上の労働者を雇用している事業主に対しては、静岡県労働局

から次世代育成支援対策についての｢一般事業主行動計画｣が未策定の事業所に

対して催告を行なう。 

３０人以上常時雇用している製造業および工専地域に立地している企業につ

いてまとめた平成１７・１８年版工場立地概要調査に企業ごとの育児休業、介

護休業の実施、一般事業主行動計画策定の有無について紹介している。 

実績 

（１９・２０

年度） 

市内の事業所を訪問する中で、ワークライフバランス推進への取り組み、育

児休業・介護休業取得促進、一般事業主行動計画策定推進についての理解を促

した。 

30 人以上常時雇用している製造業及び工専地域に立地している企業について

まとめた平成１９・２０年度版工場立地概要調査に、企業ごとの育児休業、介

護休業の実施、一般事業主行動計画策定の有無について紹介している。 

また、引き続きハローワーク御殿場の実施した新規学卒者求人説明会に参加

した市内企業に対しての育児・介護休業法についての説明、静岡県労働局雇用

均等室発行の資料配布、一般事業主行動計画策定についての催告を行っている。 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

毎年度実施している、従業員３０人以上の製造業の事業所と工業専用地域及

び工業団地内に立地するすべての事業所を対象とした「工業立地概要調査」に

おいて、各企業の育児休業、介護休業の実施、一般事業主行動計画策定の有無

を調査し、報告書に掲載し公開している。 

 また、２１の事業所を訪問し、育児休業の制度化や奨励制度などについて情

報提供を行い、理解を促した。 



 

 

No.No.No.No.    21212121    

具 体 的 施 策 担 当 課 

相談体制相談体制相談体制相談体制のののの充実充実充実充実（（（（虐待虐待虐待虐待））））    子育子育子育子育てててて支援課支援課支援課支援課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ７ 要保護児童への対応などきめ細かな取組の推進 

基本施策 ア 児童虐待防止対策の充実 

 

【事業の内容】 

 現在、家庭児童相談員、民生委員・児童委員や主任児童委員及び関係機関と相互に連携を図り、

相談内容に応じた指導・支援を行っている。 

 今後、関係者で構成する御殿場市児童虐待防止会議の機能を強化するとともに、関係機関との

連携を強化するため虐待防止ネットワーク化の構築を図る。 

 

児童虐待相談件数の推移 

区分 13年度 14年度 15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 

御殿場市 

（延べ件数） 
２２８ １２０ ２０６ ２７７ ２２６ ９７ １３４ ２３７ ３３１ 

〃（人） ３６ ３４ ３４ ３２ ２３ １５ ２０ ２４ ３８ 

静岡県（件） ５４２ ５４２ ５９２ ５５８ ６０１ ８１６ ８７１ ８７２ 1,107 

全国（件） 23,274 23,738 26,569 32,979 34,451 37,343 40,639 42,662 未集計 

 

 

実績値 

（１５年度） 
虐待相談人数  ３４人    

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

相談・支援体制の充実 

要保護児童対策地域協議会の設置 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

１ 虐待相談人数 ３８人  

     種別･･･身体１３人／ネグレクト２１人／心理１人／性的３人 

相談延べ件数･･･３３１件 

 

２ 事業内容 

  ①児童虐待防止会議の開催   年３回 

  ②児童虐待防止研修会の開催   １回 

  ③児童虐待防止月間ＰＲ    １１月  

  ④相談対応・家庭訪問      随時 

 

３ 御殿場市要保護児童対策地域協議会の設立 

①児童福祉法第２５条の２第１項の規定により設置 

  ②要保護児童等の早期発見や適切な保護を図るため、関係機関との連携を図り、

子どもやその家庭に対する情報と考え方を共有し、要保護児童の支援・保護・

相談援助など、児童虐待防止と再発防止等に努めることを目的とする。 

  ③支援対象は、虐待を受けている児童や保護者のいない児童、保護者に監護させ

ることが不適切であると認められる児童及び出産前の児童、ＤＶ被害児童等 

 



 

 

No.No.No.No.    22222222    
具 体 的 施 策 担 当 課 

乳幼児乳幼児乳幼児乳幼児とふれあうとふれあうとふれあうとふれあう事業事業事業事業のののの推進推進推進推進    学校教育課学校教育課学校教育課学校教育課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ８ 次代の親の育成と総合的な推進 

基本施策 ア 次代の親の育成 

 

【事業の内容】 

 現在、中学生と保育所、幼稚園児との交流により、体験学習を実施している。 

 今後も、児童・生徒が乳幼児とふれあうことのできる学習機会を広げ、命の大切さを知ると

ともに、思いやりの心や将来父親、母親となる自覚を高める。 

 

実績値 

（１７年度） 
各中学校で実施 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

充実 

実績 

（２０年度） 

全中学校で、生徒が家庭科・総合的な学習の時間等に、近隣公立・私立保育

園・幼稚園を中心に、市内公立・私立保育園・幼稚園において、交流体験学習

を実施している。 

主な内容は、生徒の手作りおもちゃをプレゼントする、一緒に遊ぶ、保育士・

教師の補助を行いながら幼児と触れ合うこと等である。幼児との接し方、コミ

ュニケーションの取り方を肌で感じることができ、幼児理解が深まったととも

に子育ての大変さを知ることができた。 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

全中学校で、生徒が家庭科・総合的な学習の時間等に、近隣公立・私立保育

園・幼稚園を中心に、市内公立・私立保育園・幼稚園において、交流体験学習

を実施している。 

主な内容は、生徒の手作りおもちゃをプレゼントする、一緒に遊ぶ、保育士・

教師の補助を行いながら幼児と触れ合うこと等である。幼児との接し方、コミ

ュニケーションの取り方を肌で感じることができ、幼児理解が深まったととも

に子育ての大変さを知ることができた。 

 



 

 

No.No.No.No.    23232323    
具 体 的 施 策 担 当 課 

男女共同参画男女共同参画男女共同参画男女共同参画のののの推進推進推進推進    企画企画企画企画課課課課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ８ 次代の親の育成と総合的な推進 

基本施策 ア 次代の親の育成 

 

【事業の内容】 

 現在、御殿場市男女共同参画計画「第二次レインボープラン御殿場２１行動計画」に基づき、

幼少期から男女平等の意識を持たせるため、男女の自立を目指す教育の推進を図っている。行

動計画においては、各事業を、前期は平成１７年度まで、後期は平成２０年度までとし、それ

ぞれ「目標値又は方向性」を掲げ、事業を進めている。（第三次行動計画を平成２１年度策定予

定） 

 子どもは次代の親になるという認識のもと、男女が協力して子どもを生み育てる意義や男女

共同参画の家庭づくりの大切さについて普及を図っていく。 

実績値 

（１５年度） 

第二次レインボープラン御殿

場２１行動計画に基づき各事

業を実施・検証 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

行動計画に基づき各事業を推

進 

実績 

（１６年度） 
第二次レインボープラン御殿場２１行動計画に基づき各事業を実施・検証 

実績 

（１７年度） 
第二次レインボープラン御殿場２１行動計画に基づき各事業を実施・検証 

実績 

（１８年度） 

第二次レインボープラン御殿場２１行動計画に基づき各事業を実施・検証 

９月１１日（月）子育て絵本を楽しむ 

～男女共同参画の絵本を中心に考える～ 

講師 児童文学作家 草谷桂子氏  対象：市内保育園保育士・幼稚園教諭 

実績 

（１９年度） 

第二次レインボープラン御殿場２１行動計画に基づき各事業を実施・検証 

市内保育園・幼稚園の５歳児を対象に男女共同参画の絵本を制作・配布 

各現場で活用することによって、男女共同参画の家庭づくりの大切さについて

普及を図った。 

・「これがすき」   1,000部 

実績 

（２０年度） 

１０月２６日（日）生活フェアごてんば 

 会場である市民交流センター内に啓発用紙芝居「パパがママ！？」を展示し、

多数の来場者に対し、男女共同参画の家庭づくりの大切さについて普及を図

った。その他として、中学３年生以上を対象とした標語・川柳コンクールを

実施した。 

・御殿場市男女協働参画推進条例制定 

・御殿場市男女協働参画計画第三次レインボープラン御殿場を策定 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

１２月１９日（土）ワーク・ライフ・バランス講演会 

 男女共同参画の推進をはかるとともに、条例施行１年を迎えることを記念し    

て開催した。併せて中学３年生以上を対象とした川柳コンクールの表彰式も

行った。 

・御殿場市男女共同参画推進事業補助金交付要綱の制定 

    



 

 

No.No.No.No.    24242424    

具 体 的 施 策 担 当 課 

少子化対策少子化対策少子化対策少子化対策、、、、子育子育子育子育てててて支援事業等支援事業等支援事業等支援事業等のののの情報一元化情報一元化情報一元化情報一元化    子育子育子育子育てててて支援支援支援支援課課課課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ８ 次代の親の育成と総合的な推進 

基本施策 ウ 計画推進への取組 

【事業の内容】 

 少子化対策・子育て支援などの情報を一元化し、市民が利用しやすいよう効果的な情報提供

の方法を検討し、ホームページなどで提供するとともに、子どもに関する相談業務をネットワ

ーク化し、相談体制を確立する。また、新たに建設・設置される交流センターゾーンの「子育

て支援センター」において、各相談事業との連携を図る。 

実績値 

（１５年度） 
新規事業 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

検討・実施 

実績 

（１６年度） 
実績無 

実績 

（１７年度） 
ホームページ作成のための事前調整 

実績 

（１８年度） 

・市子育て支援ホームページ構成変更 

・子育て支援最新情報携帯サイト表示システムの構築  

実績 

(１９・２０年

度) 

・子育て支援最新情報携帯サイト表示システムの運用 

[平成１９・２０年度掲載実績]     （件） 

 19年度実績 20年度実績 

 お知らせ ２２ ２２ 

イベント ３１ ４７ 

その他  ５ ４ 

合 計 ５８ ７３ 

ホームページへのアクセス件数  9,783件（19年度）、10,916件（20年度） 

携帯電話サイトへのアクセス件数 1,015件（19年度）、 1,342件（20年度） 

実績及び 

内容 

(２１年度) 

・子育て支援最新情報携帯サイト表示システムの運用 

[平成２１年度掲載実績]     （件） 

 お知らせ ３６ 

イベント ４２ 

その他  ０ 

合 計 ７８ 

ホームページへのアクセス件数  １０，９４０件 

携帯電話サイトへのアクセス件数  １，７９６件 

    



 

    

No.No.No.No.    25252525    
具 体 的 施 策 担 当 課 

市民参加市民参加市民参加市民参加のののの推進体制推進体制推進体制推進体制のののの強化強化強化強化    子育子育子育子育てててて支援支援支援支援課課課課    

計画の 

位置付け 

基本方針 ８ 次代の親の育成と総合的な推進 

基本施策 ウ 計画推進への取組 

 

【事業の内容】 

 次世代育成支援対策の課題は、広く行政全般にわたっている。こうした課題に総合的に取り

組み、市民ニーズを的確かつ迅速に反映させるため、市民の代表からなる少子化対策協議会を

設置し、次世代育成支援対策行動計画の点検・検証をし、効果的な推進を図る。 

 

 

実績値 

（１５年度） 
新規事業 

目標値又は 

方向性 

（２１年度） 

平成１７年度に設置 

実績 

（１６年度） 
次世代育成支援対策行動計画策定 

実績 

（１７年度） 

平成 17 年 8 月 3 日、市民の代表 10 名からなる次世代育成支援対策協議会の設

置。次世代育成支援対策行動計画の点検・検証を行う。 

協議会 4回開催 先進地視察 1回実施 講演会 1回 懇談会 1回 

実績 

（１８年度） 

次世代育成支援対策協議会において、次世代育成支援対策行動計画の点検・検

証を行った。 

協議会４回開催、先進地視察１回実施 

実績 

（１９年度） 

次世代育成支援対策協議会において、次世代育成支援対策行動計画の点検・

検証を行った。 

協議会開催 ２回 

子育てを支える「家族・地域のきずな」フォーラム（内閣府主催）参加 

実績 

（２０年度） 

 次世代育成支援対策協議会において、次世代育成支援対策行動計画の点検・

検証を行った。また、後期の御殿場市次世代育成支援対策行動計画を策定する

ためのニーズ調査（約３，０００件）を実施した。 

 協議会開催 １回 

実績及び 

内容 

（２１年度） 

・御殿場市次世代育成支援対策行動計画（後期計画）の策定 

  計画期間 平成２２～２６年度の５年間 

・次世代育成支援対策懇話会において、次世代育成支援対策行動計画の点検・

検証等を行った。 

  懇話会１回開催、先進地視察１回実施（茨城県水戸市） 

 


